
 
 

 

 

 

 

 
南相馬市 

復興総合計画後期基本計画実施状況 

 
 

 

 

 

 

 
令和２年９月 

 
 
 
 

資料１ 

令和２年 9 月 28 日 

総合計画審議会 



1 
 

目 次 
 
第１章 南相馬市の行政評価 ２ 
  
第２章 居住人口の状況 ３ 
  
第３章 成果指標進捗状況 ７ 
  
第４章 復興重点・重点戦略の評価 １８ 
  
第５章 令和 3 年度に向けて ３２ 

 
 
 
 
 
 
参考 評価の目的・位置づけ 

○南相馬市自治基本条例（平成 20 年 4 月 1 日施行） 

(行政評価) 

第 24 条 執行機関は、施策、事業等の成果及び達成度を明らかにし、効果的か

つ効率的な市政運営を行うため、公正な行政評価を実施し、その結果を公表しま

す。 

 

○南相馬市復興総合計画後期基本計画（５頁から抜粋） 

④行政評価（施策評価）による後期基本計画の進行管理 

後期基本計画は、毎年度、施策ごとに掲げた成果指標（創生法第 8 条第 3 項

の規定に準じる客観的な指標である重要業績評価指標（成果指標³）（以下、「成

果指標」という。）を含む）を検証するとともに、事業の有効性を評価し、計画

の進捗を管理します。 

 また、評価結果は、翌年度の実施計画に反映し、予算編成を連動させること

で PDCA サイクルを実質化します。さらに、市民が参加する外部組織による

評価によって、評価の客観性を担保するとともに、実施計画や評価結果を公表

することで透明性を担保します。  
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第１章 南相馬市の行政評価 

 

（１）行政評価 

本市の行政評価については、南相馬市自治基本条例や南相馬市復興総合計画

後期基本計画（以下「後期基本計画」という。）に基づき、施策、事業等の成

果及び達成度を明らかにし、効果的かつ効率的な市政運営を行うため、公正な

行政評価を実施し、その結果を公表することとしています。 

 

（２）行政評価の対象 

後期基本計画に掲げる施策を評価の対象とします。 

 

（３）令和元年度分行政評価（内部評価・外部組織による評価）の視点 

令和元年度分の行政評価の視点については、後期基本計画が令和元（2019）

年度からスタートし、計画期間１年目の実績（令和元年度決算）が出たことを

踏まえ、「後期基本計画策定時の成果指標現状値」と「令和元年度末の成果指

標値」の進捗状況を比較し、これを基に検証を行います。 

 

（４）令和元年度の外部組織による評価 

外部組織による評価については、学識経験者や市民が参加する南相馬市総合

計画審議会（以下「審議会」という。）において行い、その中でいただいた市

の施策への評価やご意見については、各年度の行政評価に反映させるとともに、

今後の施策、事務事業の立案、展開に活かしていきます。 

PDCA サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

  

南相馬市復興総合計画 

（基本構想・基本計画・実施計画） 
○行政経営方針               １０月下旬 

○予算編成方針               １０月下旬 

○施政方針                  ３月上旬 

 

○施策（事務事業）実施 
４月～翌年３月 

○６月～９月 

政策目標等に向けた取組の評価・課題解決の方向性 

事務事業の見直し 

新規事業の構築等 

Plan

（計画）

Do

（実施）

Check
（評価）

Action
（改善）

○外部組織のよる評価 

（第三者の視点による評

価） 

行政評価（主に評価と改善） 
評価結果は、 

翌年度の実施計画に反映 

予算編成と連動させる 

ＰＤＣＡサイクルの実質化 
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2,500
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3,500

4,000
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第２章 居住人口の状況 

 

（１）推計人口と居住人口の推移 

 復興総合計画後期基本計画に記載している推計人口は、平成３０年４月３０

日時点の居住人口をベースに各年９月末の人口を推計しており、帰還人口を含

んだ居住人口は平成３０年の５４，４８７人（４月３０日の基準人口）から年々

減少し続け、令和２年で５３，７０７人、令和６年で５１，３６３人となり、令

和２０年には４１，１０３人と４万人を切る水準まで減少することを見込んで

います。 

 居住人口は、令和元年に５４，７１７人、令和２年には５４，８７９人（８月

末時点）と微増しており、推計人口よりも１，０００人以上多い状況となってい

ます。 

【南相馬市の推計人口と居住人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）各区居住人口の推移 

 ３区それぞれの状況を見ていくと令和元年から令和２年にかけて小高区と原

町区は居住人口が増加しており、鹿島区についても居住人口は減少しているも

のの、推計人口を上回る水準となっています。 

【小高区の推計人口と居住人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

（凡例） 

推計人口  

居住人口   
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10,701 

10,343 
10,314 10,701 

10,430 
10,297 

10,117 
9,980 

9,836 
9,718 

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

41,050 
40,754 40,808 

41,050 

40,570 

40,131 

39,738 

39,302 

38,865 

38,401 38,000

38,500

39,000

39,500

40,000

40,500

41,000

41,500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

【鹿島区の推計人口と居住人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【原町区の推計人口と居住人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）居住人口増加の要因と年齢別人口比率の推移 

 各年１０月１日時点人口を調査している福島県現住人口調査で、市の出生と

死亡による自然増減（動態）と転入と転出による社会増減（動態）の推移を見る

と自然動態と社会動態とも震災前から減少し続けている。このことから、居住人

口の増加は市外避難者が帰還していることによるものと考えられます。 

 しかし、市外避難者の数もピーク時には２万人を超えていたものの、令和２年

８月末時点では４，５００人程度になるなど、今後は帰還者の数も少なくなるこ

とから、居住者数も推計人口のとおり減少していくと見込まれます。 

 また、年齢別人口比率では、生産年齢人口比率と年少人口比率が低下する一方、

老年人口比率は上昇し続けており、高齢化が進んでいることが分かります。 

  

（凡例） 

推計人口  

居住人口   

（凡例） 

推計人口  

居住人口   
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579 513 321 371 399 393 376 361 319 284

-817

-1,539

-713 -771 -776 -852 -830 -830 -867 -852

-238

-1,026

-392 -400 -377 -459 -454 -469 -548 -568

-1800

-1500

-1200

-900

-600

-300

0

300

600

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

出生 死亡 自然動態

1,742 1,377 1,264 1,556 1,971
2,266 2,413 2,208

2,079 2,324

-2,001

-5,038

-2,214 -2,024 -2,005
-2,452

-2,928
-3,247

-2,415 -2,513

-259

-3,661

-950
-468

-34 -186
-515

-1,039
-336 -189

-5,500
-5,000
-4,500
-4,000
-3,500
-3,000
-2,500
-2,000
-1,500
-1,000
-500

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

転入 転出 社会動態

【自然動態の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【社会動態の推移】 
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【年齢別人口比率の推移】

 

 

  

60.5 58.9 55.3 54.9 54.6 

25.9 
32.5 35.1 35.7 36.1 

13.6 
8.6 9.6 9.4 9.3 

0.0
10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
70.0

H23 H27 H30 R1 R2
生産年齢人口比率（15歳～64歳）

老年人口比率（65歳以上）

年少人口比率（14歳以下）
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第３章 成果指標進捗状況 

（１）政策の柱別達成状況（策定時と令和元年度末を比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標の進捗状況は、復興総合計画策定 1 年後（大よそ平成 31 年 3

月）の時点と比較して、「向上」した成果指標が 2 項目減少し、「現状維持」の

成果指標も 7 項目減少したことに伴い、「低下」した成果指標は、9 項目増加

しました。 

特に、「教育・子育て」の分野のうち、基本施策「生涯・学習スポーツ」

が、災害等の影響を大きく受けたことに起因して「低下」した成果指標が多く

あり,外的要因によるものと捉えています。 

 一方、「産業・仕事づくり」や「都市基盤・環境・防災」の分野では、「向

上」した指標が増加し、着実に成果指標の達成に向けて取り組みました。 

  

 

 

 

 

向上 現状維持 低下
計画策定1年後 14 2 6
令和元年度末 9 1 12
比　　較 -5 -1 6

向上 現状維持 低下
計画策定1年後 8 5 4
令和元年度末 7 4 6
比　　較 -1 -1 2

向上 現状維持 低下
計画策定1年後 12 2 3
令和元年度末 13 2 2
比　　較 1 0 -1

向上 現状維持 低下
計画策定1年後 10 4 3
令和元年度末 13 0 4
比　　較 3 -4 1

向上 現状維持 低下
計画策定1年後 6 3 3
令和元年度末 6 2 4
比　　較 0 -1 1

向上 現状維持 低下
計画策定1年後 50 16 19
令和元年度末 48 9 28
比　　較 -2 -7 9

地域活動・行財政

合　　計

（説明）同一施策の成果指標値を小・中に分けて設定したものは２
つの指標としてカウント。

教育・子育て

健康・医療・福祉

産業・仕事づくり

都市基盤・環境・防災
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58.0% 58.0% 64.0% ↗ 学校教育課 60.0% 以上を目指す

平成30年6月 令和元年6月

小５ 40.0％
中２ 47.8％

小５　52.4%
中２　41.0%

小5　38.2％
中2　45.8％

小５　↘
中２　↘

学校教育課
小５ 44.0％
中２ 51.0％

以上を目指す

平成29年6月 平成30年6月

小５ 39.0％
中２ 48.0％

小５　38.0％
中２　55.0％

小5　38.0％
中2　55.0％

小５　↘
中２　↗

学校教育課
小５ 45.0％
中２ 55.0％

以上を目指す

平成30年6月 令和元年6月

　小６ 100
　中３  97

小６　101
中３　 98

小6　101
中3　 98

小６　↗
中３　↗

学校教育課
　小６ 103
　中３ 100

以上を目指す

平成30年4月 平成31年4月

22.3冊 26.1冊 26.1冊 ↗ 学校教育課 30.0冊 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

小５ 94.0％
中２ 80.0％

小５　93.0％
中２　79.0％

小5　93.0％
中2　79.0％

小５　↘
中２　↘

学校教育課
小５ 95.0％
中２ 85.0％

以上を目指す

平成30年6月 令和元年6月

年1回 年１回 年1回 → 学校教育課 年1回 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

令和4年6月

令和4年6月

令和4年12月

令和5年3月

令和4年6月

令和5年3月

令和4年4月

学級生活に満足し
ている児童生徒の
割合

新体力テスト

学習の意欲が高い
児童生徒の割合

全国学力調査

学校図書の１人当
たりの貸出冊数

学校に行くのが楽
しいと回答する児
童生徒の割合

関係団体との通学
路の合同点検回数

後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和４年度
令和元年度末の

状況③

①豊かな心と体の
育成

②教育水準の向上

③学校環境の整備

目標値
施策 施策の指標名

令和元年度
担当課

（２）政策の柱別の状況 

 

■政策の柱１ 教育・子育て 

基本施策（１）学校教育 

①豊かな心と体の育成のうち「学級生活に満足している児童生徒の割合」は、 

６４．０％と、計画策定時から６．０％上昇し、令和４年度目標値の６０．０％

を上回りました。 

一方、③学校環境の整備の「学校に行くのが楽しいと回答する児童生徒の割

合」及び①豊かな心と体の育成の「新体力テスト」の目標値は計画策定時より低

下したことから、取組の強化が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※矢印は「↗：向上」「↘：低下」「→：現状維持」を表します。 

 

基本施策（２）子育て 

⑤保育・幼児教育の充実のうち保育園及び幼稚園の「待機児童数」は、計画策

定時の６４人から２９人に減少し、令和２年度は新たに４施設が開所し解消さ

れました。また、⑥子育て環境の充実のうち「子育て応援ＷＥＢサイトのアクセ

ス数」は令和４年度目標値を上回り、子育て世代に活用されています。 

子育て環境の充実に努めている一方、④結婚・妊娠・出産への支援の「出生数」

は３００人を割り込んだことから、喫緊の課題として出生数の回復に取り組む

必要があります。 
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362人 319人 284人 ↘
健康づくり

課
362人 以上を目指す

平成29年1～12月 平成30年1～12月

64人 29人 29人 ↗
こども育成

課
0人

平成30年4年1 平成31年4年1

59人 8人 8人 ↗
こども家庭

課
0人

平成30年4年1 平成31年4年1

26,674件 28,967件 40,943件 ↗
こども家庭

課
36,700件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

令和4年4月1日

令和4年1～12月

令和5年3月末

令和4年4月1日

④結婚・妊娠・出
産への支援

⑤保育・幼児教育
の充実

⑥子育て環境の充
実

出生数

待機児童数

放課後児童クラブ
待機児童数

子育て応援WEB
サイトのアクセス
数

後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年度
担当課

令和４年度

目標値
施策 施策の指標名

13,139人 14,123人 12,102人 ↘ 生涯学習課 13,500人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

12,131人 13,308人 10,641人 ↘ 文化財課 12,700人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

91,107人 92,333人 89,544人 ↘ 中央図書館 96,000人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

63件 64件 59件 ↘ 生涯学習課 78件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

320,000人 366,233人 354,953人 ↗
スポーツ推

進課
328,000人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

4,870人 4,924人 3,976人 ↘
スポーツ推

進課
5,280人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

2,460人 2,317人 1,924人 ↘
スポーツ推

進課
2,583人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

⑨スポーツの振興

⑦生涯学習の充実

⑧芸術文化の充実

図書館の利用者数

芸術イベントの開
催件数

スポーツ施設の利
用者数

スポーツ団体への
加入者数

市総合体育大会へ
の参加者数

生涯学習関連事業
の延べ参加人数

博物館の利用者数

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年度
担当課

令和４年度

目標値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策（３）生涯学習・スポーツ 

⑨スポーツの振興のうち「スポーツ施設の利用者数」は令和４年度目標値を上

回る利用件数があり、市民のスポーツ機会が増えています。 

一方、⑦生涯学習の充実と⑧文化芸術の充実については、昨年１０月の台風

や大雨の影響によりイベント等の開催が減少したことから、計画策定時の数値

から減少しました。 
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38.0% 38.8% 38.7% ↗
健康づくり

課
45.0% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

23.1% 24.5% 24.0% ↗
健康づくり

課
41.0% 以上を目指す

平成29年6～10月 平成30年6～10月

31.7% 31.2% 31.9% ↘
健康づくり

課
29.0% 以下を目指す

平成30年3月 平成31年3月

54人 49人 48人 ↘
健康づくり

課
60人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

68人 77人 81人 ↗
健康づくり

課
97人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

11回 11回 11回 →
健康づくり

課
11回 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

目標値
施策の指標名

後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度
令和元年度末の

状況③

令和5年3月末

令和4年6～10月

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

⑩疾病の予防

⑪心身の健康づく
り

⑫放射線対策の継
続

施策

特定健康診査の受
診率

大腸がん検診の受
診率

メタボリックシン
ドローム該当者・
予備群の割合

食生活改善推進員
数

ゲートキーパー登
録者数

内部被ばく検診・
外部被ばく測定結
果等の情報提供回
数

461人 483人 485.5人 ↗
健康づくり

課
540人 以上を目指す

平成29年7年1日 平成30年7年1日

0施設 0施設 0施設 →
健康づくり

課
総合病院

1施設 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

4病院 4病院 4病院 →
健康づくり

課
総合病院

4病院 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

⑬地域医療の連携
強化

⑭救急医療体制の
維持

小児入院受け入れ
病院数

市内救急医療機関
数

市内医療機関にお
ける看護職員の数

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

目標値
施策 施策の指標名

後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

■政策の柱２ 健康・医療・福祉 

基本施策（４）健康 

⑩疾病の予防のうち「特定健康診査の受診率」及び「大腸がん検診の受診率」

は、計画策定時から向上傾向にありますが、さらに健（検）診受診率を高める必

要があります。 

 一方、⑪心身の健康づくりのうち「メタボリックシンドローム該当者・予備軍

の割合」は計画策定時から増加しており、運動や食事の改善などに取り組む必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策（５）地域医療 

⑬地域医療の連携強化のうち、「市内医療機関における看護職員の数」は計画

策定時の４６１人から４８５．５人※となり、増加傾向にあります。 

看護師確保に努めている一方、「小児入院受け入れ病院数」は現在も０施設で

あるため、引き続き医師（小児科医）の確保に取り組む必要があります。 
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94.3% 94.3% 91.9% ↘ 社会福祉課 100%

平成30年11月 平成31年3月

141件 139件 117件 ↘ 社会福祉課 184件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

16.0% 16.6% 16.0% → 長寿福祉課 16.0% 以下を目指す

平成30年3月 平成31年3月

14か所 17か所 26か所 ↗ 長寿福祉課 34か所 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

4人 2人 1人 ↘ 社会福祉課 5人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

7人 7人 4人 ↘ 社会福祉課 10人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

̶ 847人 823人 ↗
被災者支援

課
774人 以上を目指す

平成30年4月 平成31年3月

419人 402人 389人 ↗
被災者支援

課
358人 以下を目指す

平成30年5月 平成31年3月

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

令和5年3月末

令和5年3月末

⑮地域福祉の向上

⑯介護予防と高齢
者福祉の向上

⑰障がい児・者福
祉の向上

⑱被災者への支援

６５歳以上の要介
護（要支援）認定
者の割合

週一サロンを実施
する地域

地域移行支援の利
用者数

福祉施設から一般
就労への移行者数

市外避難者の帰還
者数

原子力損害賠償未
請求者

民生委員・児童委
員委嘱率

生活困窮者新規相
談件数

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

※週当たり、５日間×８時間の勤務で１人と換算する。 

 例えば、２日間×８時間の勤務の場合は 0.4 人、５日間×４時間の勤務の場合は 0.5 人となる。 

 

基本施策（６）福祉・介護 

⑯介護予防と高齢者福祉の向上のうち、「週一サロンを実施する地域」は計画

策定時の１４か所から２６か所に増加し、「６５歳以上の要介護（要支援）認定

者の割合」は令和４年度目標値の１６．０％を維持しています。 

一方、⑮地域福祉の向上のうち「民生委員・児童委員委嘱率」は計画策定時の

９４．３％から９１．９％に減少し、⑰障がい児・者福祉の向上についても、計

画策定時より低下したことから、さらなる取組が必要です。 
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1,739ha 1,733ha 2084ha ↗ 農林整備課 2,939ha 以上を目指す

平成30年4月 平成31年4月

43団体 45団体 45団体 ↗ 農林整備課 50団体 以上を目指す

平成30年4月 平成31年4月

50経営体 ５３経営体 57経営体 ↗ 農政課 55経営体 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

2,242ha 2,347ha 2,309ha ↗ 農政課 2,900ha 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

14人 14人 14人 → 農政課 18人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

8か所 ８か所 ８ヶ所 → 農政課 10か所 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

250ha 310ha 365ha ↗ 農林整備課 500ha 以上を目指す

平成30年4月 平成31年4月

204t 258ｔ 221ｔ ↗ 農政課 500t 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

㉑販路拡大と６次
産業化・地産地消
の推進

㉒林業・水産業の
再生

⑲農業生産基盤と
農村環境の整備

⑳担い手の育成・
確保

農業法人数

認定農業者（個
人・農業法人）の
経営面積

漁協青壮年部員数

農産物直売所数

森林整備面積

海面漁業の漁獲量

ほ場整備事業計画
確定面積

多面的機能支払交
付金の活動団体数

令和元年度末の
状況③

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

■政策の柱３ 産業・仕事づくり 

基本施策（７）農林水産業 

⑳担い手の育成・確保のうち「農業法人数」は、計画策定時の５０経営体から

５７経営体に増加し、令和４年度目標値の５５経営体を上回りました。また、㉒

林業・水産業の再生のうち「森林整備面積」は、計画策定時の２５０ha から３

６５ha に増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補足】 

⑲農業生産基盤と農村環境の整備のうち、「ほ場整備事業計画確定面積」の計画確定面積

の伸びが低調となっていますが、今年度、来年度に多くの地区で事業計画が確定する見込み

となっています。なお、⑳担い手の育成・確保の「認定農業者（個人・農業法人）の計面積

経営面積」が減少していますが、これはほ場整備の工事が進み、耕作可能なほ場が減ったこ

とによるもので、ほ場整備事業の完了後に増加する見込みとなっています。 
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29社 33社 36社 ↗ 商工労政課 40社 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

775億円 907億円 907億円 ↗ 商工労政課 900億円 以上を目指す

平成28年6月 平成29年6月

̶ 20人 125人 ↗ 商工労政課 309人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

̶ 5件 5件 ↗ 商工労政課 28件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月 令和5年3月末

令和5年3月末

㉓ロボット関連産
業等の新産業創
出・育成

㉔地元企業の振興

㉕多様な人材の育
成と誘導

㉖街なかの活性化

施策

2011年以降の立
地企業数（既存企
業の増設含む）

製造業における製
造品出荷額

多様な働き方推進
事業を通じて就
労・起業した人数

商店街空き店舗対
策補助金の交付件
数

令和元年.3月末

令和4年3月末

後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値
施策の指標名

1,859,000人 1,913,000人 1,919,583人 ↗ 観光交流課 2,100,000人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

240,000人 188,000人 207,810人 ↘ 観光交流課 358,000人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

7,243人 7,113人 6,239人 ↘ 観光交流課 8,000人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

̶ 113人 223人 ↗ 観光交流課 360人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

45人 121人 214人 ↗ 観光交流課 209人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

㉗通年観光の推進

㉘交流人口・関係
人口の拡大

㉙移住の推進

体験交流事業参加
者数

南相馬サポーター
イベント参加者数

移住者数

観光交流施設来場
者数

観光イベント参加
者数

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

基本施策（８）商工業 

すべての施策の指標で計画策定時から向上しており、特に「製造業における製

造品出荷額」は令和４年度目標値の９００億円を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策（９）観光交流 

 ㉗通年観光の推進の「観光交流施設来場者数」及び㉘交流人口・関係人口の拡

大の「南相馬サポーターイベント参加者数」は、計画策定時から増加した。さら

に、「移住者数」は計画策定時の４５人から２１４人に増加し、令和４年度目標

値の２０９人を上回っています。 

 一方、㉗通年観光の推進のうち「観光イベント参加者数」と㉘交流人口・関係

人口の拡大のうち「体験交流事業参加者数」は、計画策定時より減少したことか

ら、新型コロナウイルス感染対策を踏まえた対応が必要です。 
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56.0% 56.0% 56.2% ↗ 土木課 56.9% 以上を目指す

平成30年4月 令和元年4月1

85.7% 86.6% 87.6% ↗ 水道課 86.0% 以上を目指す

平成30年6月 平成31年3月

938件 1,135件 1,285件 ↗ 下水道課 1,744件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

45件 59件 61件 ↗ 建築住宅課 100件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

975人 1,024人 1,031人 ↗ 企画課 1,679人 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

54人 55人 55人 ↗ 企画課 64人 以上を目指す

平成30年9月 平成31年3月

目標値
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

令和5年3月末

㉚道路網の整備

㉛上下水道の整備

32住環境の整備

施策

33公共交通の確保

タクシー事業者乗
務員数

道路改良率

有収率

合併処理浄化槽設
置補助金の交付件
数

施策の指標名

空き家・空き地バ
ンク成約数

JR常磐線原ノ町
駅の１日平均乗車
人数

令和元年度末の
状況③

1,171g 1,165g 1,163ｇ ↗ 生活環境課 963g 以下を目指す

平成30年3月 平成31年3月

13.2% 12.7% 12.6% ↘ 生活環境課 20.6% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

106件 104件 127件 ↘ 生活環境課 100件 以下を目指す

平成30年3月 平成31年3月

40.0% 56.3 74.8% ↗ 生活環境課 80.0% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

̶ 1.0% 2.7% ↗ 生活環境課 10.0% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

49か所 49か所 46か所 ↗
環境回復推

進課
0か所

平成30年3月 平成31年3月

37環境の回復

令和5年3月末

施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値
施策

令和5年3月

令和5年3月末

令和5年3月末

36再生可能エネル
ギーの活用と環境
負荷の軽減

仮置場設置数

１人１日当たりの
ごみの排出量

リサイクル率

不法投棄件数

再生可能エネル
ギー導入比率

市内小学校におけ
る消費電力の削減
率

34ごみの減量と資
源化の推進

35環境の保全

令和5年3月

令和5年3月

■政策の柱４ 都市基盤・環境・防災 
基本施策（10）都市基盤 

ほとんどの施策の指標で計画策定時から向上しており、特に㉛上下水道の整

備のうち「有収率」は令和４年度目標値の８６．０％を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策（11）生活環境 

36再生可能エネルギーの活用と環境負荷の軽減のうち「再生可能エネルギー

導入比率」は、計画策定時の４０．０％から７４．８％に向上しており、その活

用が進んでいます。 

一方、34ごみの減量と資源化の推進の「リサイクル率」は計画策定時から０．

６％低下し、35環境の保全の「不法投棄件数」は計画策定時から２１件増加した

ことから、市民の意識啓発に取り組む必要があります。 
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95.6% 95.6% 96.1% ↗ 危機管理課 100%

平成30年3月 平成31年3月

17行政区 44行政区 32行政区 ↗ 危機管理課 100行政区 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

84.5% 82.6% 82.9% ↘ 危機管理課 89.0% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月 令和5年3月

令和5年3月

令和5年3月

39消防力の強化

自主防災組織の組
織率

防災訓練・防災教
室を実施している
自主防災組織数

消防団員の充足率

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

38防災体制の強化

148件 93件 86件 ↗ 生活環境課 80件 以下を目指す

平成29年12月 平成30年12月

258件 277件 292件 ↘ 生活環境課 162件 以下を目指す

平成29年12月 平成30年12月 令和4年12月末

令和4年12月末

40交通安全の推進

41防犯の推進・市
民相談体制の確保

交通事故発生件数
（人身事故件数）

犯罪発生件数（刑
法犯認知件数）

施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値
施策

基本施策（12）地域防災 

38防災体制の強化のうち「防災訓練・防災教室を実施している自主防災組織

数」は計画策定時の１７行政区から３２行政区に増加し、「自主防災組織率」も

計画策定時から向上しました。 

一方、39消防力の強化の「消防団員の充足率」は、８２．９％と計画策定時か

ら１．６％低下したことから、消防団員の充足に向けた取組を強化する必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補足】 

小高区の定数については震災前から変更がなく、小高区の居住者が震災前の３割程度に

とどまる中、小高区での消防団員を確保できないことが、充足率が向上しない要因となって

います。 

 

 

基本施策（13）交通安全・防犯 

40交通安全の推進の「交通事故発生件数（人身事故件数）」は計画策定時の１

４８件から８６件に減少し、令和４年度目標値の８０件に大きく近づきました。 

一方、41防犯の推進・市民相談体制の確保の「犯罪発生件数（刑法犯罪知件

数）」は計画策定時の２５８件から２７７件に増加したことから、警察署等との

連携により対応が必要です。 
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83.9% 83.2% 83.2% ↘
コミュニ

ティ推進課
86.0% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

91団体 100団体 100団体 ↗
コミュニ

ティ推進課
116団体 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

119件 119件 125件 ↗
コミュニ

ティ推進課
154件 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

令和5年3月

令和5年3月

令和5年3月

まちづくり活動支
援事業補助件数

42地域コミュニ
ティの活性化

43NPO・市民活
動団体等との協働

隣組加入率

市民活動サポート
センター登録団体
数

令和元年度末の
状況③

10.5% 17.1% 16.5% ↗ 秘書課 15.0% 以上を目指す

平成30年3月 平成31年3月

547,552件 342,542件 380,532件 ↘ 秘書課 659,000件 以上を目指す

平成30年9月 令和元年6月１日～6月30日 令和5年3月

令和5年3月
44市民参加の推進

市ホームページの
アクセス件数

公募委員を採用し
ている審議会の割
合

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

■政策の柱５ 地域活動・行財政 

 

基本施策（14）コミュニティ 

42NPO・市民活動団体等との協議のうち「市民活動サポートセンター登録団

体数」は計画策定時の９１団体から１００団体へ増加し、「まちづくり活動支援

事業補助件数」は計画策定時の１１９件から１２５件に増加しました。 

NPO・市民活動団体等の活動が活性化されている一方、42コミュニティの活

性化の「隣組加入率の低下」は計画策定時からほぼ横ばいとなっていることか

ら、隣組への加入にさらに取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策（15）行財政 

44市民参加の推進のうち「公募委員を採用している審議会の割合」は、計画策

定時の１０．５％から１６．５％に向上し、令和４年度目標値の１５．０％を上

回っています。また、47健全な財政運営のうち「実質収支比率」は計画策定時の

１７．４％から７．３％に減少し、改善しました。 

一方、47健全な財政運営のうち「経常収支比率」は、経常一般財源（毎年度経

常的に収入される市税、地方交付税など）が減額（▲４．０億円）となったこと

により、悪化しました。また、「実質公債費比率」は、分母要因（標準的な税収

入額や普通交付税などの合計額）が横ばいに対し、分子要因である元利償還金や

企業会計の地方債償還への繰出財源として約１．７億円増額したことにより、悪

化しました。 
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̶ 58.8% 56.5% ↘ 企画課 80.0% 以上を目指す

平成30年4月 令和元年7月1

562人 546人 541人 ↗ 総務課

平成30年4年1 平成31年4年1

̶ 1.6% 2.19% ↗
公有財産管

理課
5.0% 以上を目指す

平成29年3月 平成31年3月

17.4% 8.0% 7.3% ↗ 財政課

平成29年度決算値 平成30年度決算値

93.8% 90.4% 96.3% ↘ 財政課 類似団体 を下回る

平成29年度決算値 平成30年度決算値

9.1% 8.3% 9.3% ↘ 財政課 類似団体 を下回る

平成29年度決算値 平成30年度決算値

̶ ̶ ̶ → 財政課 類似団体 を下回る

平成29年度決算値 平成30年度決算値

施策 施策の指標名
後期基本計画策
定時の現状値①

計画策定時から
１年後の状況②

令和元年度末の
状況③

策定時より
向上・低下等
①　⇒　③

令和元年年
度

担当課

令和４年度

目標値

令和4年度決算値

令和4年度決算値

令和4年度決算値

令和4年度決算値

令和5年3月末

令和5年4月1日

定員適正化計画の達成

3.0～5.0％の範囲内

令和5年3月

実質公債費比率

将来負担比率

後期基本計画に掲
げた成果指標の現
状値向上割合

適正な職員数

施設総量の縮減率

実質収支比率

経常収支比率

47健全な財政運営

45効果的な行政運
営

46公有財産の最適
化と活用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、政策目標「100 年のまちづくり～家族や友人と暮らし続けるために～」

の実現に向けて、政策の柱や復興重点戦略・重点戦略へ着実に取組んでまいりま

す。 
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第４章 復興重点戦略・重点戦略の評価 

 

（１）復興重点戦略と重点戦略 

 政策目標を達成するために複数の政策の柱にまたがるテーマに対して横断

的・複合的に取り組むため、２つの復興重点戦略と４つの重点戦略を設定してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復興重点戦略① 旧避難指示区域の再生 

帰還した市民が安寧に住み続けられ、帰還して良かったと思える旧避難指示区域の再生を推

進します。 
更なる復興加速に向けて、教育・子育て環境の充実、安全・安心な生活環境の整備、農業の

再興、医療体制の整備、まちのにぎわい創出などに取り組みます。 
また、旧避難指示区域の再生には、旧避難指示区域外を含む市全域の復興が必要であること

から、引き続き市全域の復興の取組も進めます。 

復興重点戦略② 福島ロボットテストフィールドを核とした新産業創出と人材誘導 

世界に冠たるロボットの研究・実証拠点である福島ロボットテストフィールドを最大限活用

し、国内外の優秀な研究者や人材が集う環境整備を推進します。 
また、福島ロボットテストフィールド周辺環境の整備に取り組みます。 
さらに、市外から訪れる研究者、ロボット関連企業と市内企業・団体、市民が交流する機会

を創出し、人材誘導、市内企業の技術革新や産業集積、ベンチャー輩出等を推進します。 

重点戦略① 子育て世代に選ばれるまち 

子育て中の世代やこれから子育てをしようとする若い層が、安心して出産・育児ができる環

境と、家庭と仕事が両立できる環境を充実します。 
幼児教育も含めた教育の質を高め、子ども達がのびのび成長できる環境を整備します。これ

らの環境を整備するにあたっては、子育て世代の意見がまちづくりに反映される仕組みも構築

します。 

重点戦略② 多様な人材が活躍するまち 

若者、女性、高齢者、障がい者、移住者など、多様な人材が安心して働くことができる環境

の整備や支援を行うとともに、外国人の受け入れ環境を整え、「多様な人材が活躍するまち」

への取組を推進します。 

重点戦略③ 健康づくりが盛んなまち 

子ども、働く世代、高齢者の全世代を通じ、食事、運動、健康診査の実施体制を確立し、市

民総ぐるみの健康づくりの運動を展開します。 
市民が主体的に取り組む健康づくりを地域や職場で支えるための支援等に取り組み、健康寿

命を延ばし生涯現役を目標にします。 
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【政策の柱と復興重点戦略、重点戦略のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

政策の柱 2 
健康・医療・福祉 

政策の柱１ 
 

政策の柱 3 
 

政策の柱 4 
 

政策の柱 5 
 

復興重点戦略① 

復興重点戦略② 復興重点戦略② 

重点戦略① 

重点戦略② 

重点戦略③ 

重点戦略④ 重点戦略④ 

重点戦略④ 一円融合のコミュニティづくり 

報徳仕法の教えを地域のコミュニティづくりに活かし、地域の良さを活かす地域活動を推進

します。 
市民の地域活動への参加意欲を醸成し、地域活動の活性化への支援に取り組みます。 

重点戦略③ 
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政策の柱１　教育・子育て 3事業

　　③学校環境の整備

　　⑤保育・幼児教育の充実

　　⑥子育て環境の充実

政策の柱２　健康・医療・福祉 3事業

　　⑱被災者への支援

政策の柱３　産業・仕事づくり 16事業

　　⑲農業生産基盤と農村環境の整備

　　㉖街なかの活性化

　　㉗通年観光の推進

22 大悲山石仏保存修理事業 文化財課 継続

21 浦尻貝塚史跡整備事業 文化財課 継続

20 旧避難指示区域内店舗営業支援事業 小高区地域振興課 新規

19 小高区商業施設運営費補助金（小高区） 小高区地域振興課 継続

18 小高区イベント事業補助金（小高区） 小高区地域振興課 継続

17 文化祭執行委員会補助金（小高区） 小高区地域振興課 継続

16 農業基盤整備促進事業（小高区） 農林整備課 新規

15 農地防災事業（小高区） 農林整備課 新規

14 鳥獣被害防止緊急対策事業（小高区） 農政課 継続

13 営農再開支援水利施設等保全事業（施設改修）（小高区） 農林整備課 継続

12 被災地域農業復興総合支援事業（農業用機械等） 農政課 継続

11 水稲作付再開奨励事業 農政課 継続

10 営農再開支援農地保全管理事業補助金（原町区） 農政課 継続

9 営農再開支援農地保全管理事業補助金（小高区） 農政課 継続

8 福島県営農再開支援事業補助金 農政課 継続

7 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（小高区） 農政課 継続

6 旧避難指示区域内帰還者支援事業 被災者支援課 新規

5 ふるさと帰還促進事業 被災者支援課 継続

4 一時帰宅等交通支援事業 被災者支援課 継続

3 子どもの遊び場整備事業 こども家庭課 新規

2 小高区認定こども園整備事業 こども育成課 継続

1 臨時スクールバス等運行事業 学校教育課 継続

№ 事業名 担当課 実施区分

（２）復興重点戦略① 旧避難指示区域の再生 

 

①事業一覧 
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政策の柱４　都市基盤・環境・防災 8事業

　　㉚道路網の整備

　　㉛上下水道の整備

　　32住環境の整備

　　35環境の保全

　　41防犯の推進・市民相談体制の確保

政策の柱５　地域活動・行財政 3事業

　　42地域コミュニティの活性化

№ 事業名 担当課 実施区分

33 小高区部門別座談会事業 小高区地域振興課 拡充

32 高校生による小高区での実践事業 小高区地域振興課 拡充

31 小高区花のまちづくり推進事業 小高区地域振興課 拡充

30 旧避難指示区域安心通報システム事業 小高区市民総合サービス課 継続

29 旧避難指示区域見守りパトロール事業 小高区市民総合サービス課 継続

28 みんなで草刈ポイント事業 小高区市民総合サービス課 継続

27 桃内駅前広場公衆トイレ整備事業 小高区地域振興課 継続

26 都市公園生活環境整備事業（小高区） 都市計画課 継続

25 社会資本整備総合交付金事業（市営住宅）（小高区） 建築住宅課 新規

24 社会資本整備総合交付金事業（雨水ポンプ場改築） 下水道課 新規

23 小高スマートインターチェンジ整備事業 土木課 継続

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②令和元年度の取組と評価 

 教育・子育ての分野では、小高区へ若い世代が帰還する環境を整備するた

めに、小高区認定こども園を令和 2 年 4 月開園に向けて建設し、新たに屋内

型の子どもの遊び場を令和 3 年３月の竣工を目標に整備を開始しました。 

帰還者の安全・安心な生活環境の分野では、旧避難指示区域への帰還支援

として移転費用の一部を補助し、ジャンボタクシーや見守りパトロールなど

を継続して運行しました。また、市営万ヶ住宅の下水道接続や小高区市街

地の浸水対策として小高川ポンプ場の改修を新たに実施しました。 

仕事づくりの分野では、農業再開のための農地・農業用施設の整備や農業

用機械や施設の無償貸与を実施しました。また、旧避難指示区域内の日常生

活に必要となるサービスを提供する事業者に光熱水費の補助を実施しました。 

  これらの事業を実施して、旧避難指示区域内の居住人口は、平成 30 年（４

月３０日時点）の 3，168 人から令和元年（9 月３０日時点）に 4，181 人、

令和 2 年（8 月 31 日時点）に 4，307 人と増加しています。 
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（３）復興重点戦略② 

   福島ロボットテストフィールドを核とした新産業創出と人材誘導 

 

①事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②令和元年度の取組と評価 

  新産業創出と人材誘導では、工場を新設・増設する企業を支援するとともに、

南相馬市ロボット産業協議会会員が開発・製造したロボットを導入する市内

事業者や市内においてロボットの実証実験を実施する事業者を支援しました。 

また、ロボット関連事業者の活動拠点として、新たに貸事務所・貸工場を令

和 2 年の開所に向けて整備しました。 

  これらの事業を実施して、福島ロボットテストフィールドに 21 社が入居

し、その隣接する復興工業団地には 2 社が進出を表明し、令和２年７月に産

業創造センターが開所し 1２社が入居する等、福島ロボットテストフィール

ドには 21 社、併 35 社が本市に進出しています。 
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（４）重点戦略① 子育て世代に選ばれるまち 

 

①事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



24 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②令和元年度の取組と評価 

  学校教育の分野では、新たに市独自採用の教員を小学校に配置し学力向上

に力を入れるとともに、中学生の海外研修事業を実施し 18 人の生徒をオー

ストラリアへ派遣し、語学と文化を学びました。また、いじめ問題への対策

やスクールカウンセラー派遣による児童生徒や教員への助言などを行い、学

ぶ環境の充実に取組みました。 

子育ての分野では、新たに待機児童の解消を目的に民間施設整備の支援制度

を設けるとともに、保育士の修学貸付などの人材確保に努めました。加えて、
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家庭で保育をしている保護者への支援や夜間に小児科を受診できる環境を整

備しています。 

  安心して出産・育児・教育ができる環境を整えてきましたが、年少人口（１

５歳未満）は平成 30 年（４月３０日時点）の５，２２２人から令和元年（9

月３０日時点）に５，１１４人、令和 2 年（８月３０日時点）で５，０８３

人と徐々に減少しています。さらに出生数も平成２９年の３６２人から令和

元年の２８４人へと減少しています。 

このため、令和 2 年度から保育士等の確保や保育施設に入所している親の

経済的負担の軽減（給食無料）を拡充するなど、子育て環境の充実に向けた取

組を進めています。 
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政策の柱１　教育・子育て 4事業

　　⑤保育・幼児教育の充実

　　⑥子育て環境の充実

政策の柱２　健康・医療・福祉 6事業

　　⑬地域医療の連携強化

　　⑯介護予防と高齢者福祉の向上

政策の柱３　産業・仕事づくり 16事業

　　⑳担い手の育成・確保

　　㉕多様な人材の育成と誘導

　　㉙移住の推進

26 地域おこし協力隊活動事業 観光交流課 継続

25 移住定住推進事業 観光交流課 継続

24 就業等人材確保住宅管理事業 建築住宅課 継続

23 人材確保のための奨学金返還支援事業 商工労政課 継続

22 多様な働き方と人づくり支援事業 商工労政課 継続

20 中小企業若年労働者定着支援事業 商工労政課 継続

21 UIターン就職支援助成事業 商工労政課 継続

19 市内事業所情報発信事業 商工労政課 継続

18 外国人材活用支援事業 商工労政課 新規

17 人・農地プラン作成・見直し等支援事業 農政課 継続

16 農業経営人材育成事業（南相馬農業復興チャレンジ塾） 農政課 継続

15 経営改善支援事業 農政課 継続

14 認定農業者経営改善ステップアップ事業補助金(鹿島区) 農政課 継続

13 農業後継者育成対策実践活動事業補助金（鹿島区） 農政課 継続

12 農業次世代人材投資事業補助金 農政課 継続

11 多様な担い手育成・確保事業補助金 農政課 新規

10 介護員養成事業 長寿福祉課 継続

9 外国人介護人材受入推進事業 長寿福祉課 新規

8 看護師確保推進事業 健康づくり課 継続

7 寄附講座設置事業 健康づくり課 新規

6 地域医療提供体制整備事業補助金 健康づくり課 継続

5 地域医療提供体制推進事業 健康づくり課 継続

4 みらい育成修学資金事業 教育総務課 拡充

3 幼稚園教諭宿舎借り上げ支援事業補助金 こども育成課 継続

2 保育士等人材確保事業 こども育成課 継続

1 保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 こども育成課 継続

№ 事業名 担当課 実施区分

（５）重点戦略② 多様な人材が活躍するまち 

 

①事業一覧 
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政策の柱４　都市基盤・環境・防災 2事業

　　32住環境の整備

　　33公共交通の確保

№ 事業名 担当課 実施区分

28 第二種運転免許取得支援事業助成金 企画課 継続

27 若者等世帯定住促進事業 建築住宅課 継続

 

 

 

 

 

 

 

②令和元年度の取組と評価 

  保育士や看護師の不足を解消するために、経済的理由により修学困難な学

生に育英資金（奨学金）を貸付する制度を拡大し、みらい育成修学資金を創

設し、保育士及び看護師を貸付の対象とするとともに、市内に就職した場合

は返還免除をする制度をスタートしました。 

介護分野では、介護事業者が外国人の受け入れを視野に入れた研修を実施す

るとともに、市内で就労する外国人への日本語講座や事業者支援を実施しまし

た。 

また、中心市街地の空き店舗を活用し、時間や場所にとらわれない働き方を

普及するための拠点として「ＮＡＲＵ」をオープンし、子育て中の女性などの

新しい働き方の講座を開設しました。拠点での多様な働き方推進事業を通じて

就労・起業した人数は、平成３０年３月令和２年３月までで１２５人となって

います。 

 市外から本市に移住して起業を目指す地域おこし協力隊は、令和 2 年 3 月

時点で７人活動しており、ロボット関連事業の起業者も含めて、移住定住の

取組みを進めます。 
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政策の柱１　教育・子育て 11事業

　　①豊な心の育成

　　⑨スポーツの振興

政策の柱２　健康・医療・福祉 11事業

　　⑩疾病の予防

　　⑪心身の健康づくり

政策の柱５　地域活動・行財政 1事業

　　42地域コミュニティの活性化

23 市民一体感醸成事業 鹿島区地域振興課 新規

22 健康増進事業 健康づくり課 拡充

21 歯科保健事業 健康づくり課 継続

20 食育推進事業 健康づくり課 継続

19 健康づくり推進事業 健康づくり課 継続

18 フッ化物でぶくぶくむし歯予防事業 健康づくり課 拡充

17 食生活改善推進事業補助金 健康づくり課 継続

16 心のケア事業 健康づくり課 継続

15 小児用インフルエンザ予防接種支援事業 健康づくり課 継続

14 県外避難者健診体制整備事業 健康づくり課 継続

13 健康診査事業 健康づくり課 継続

12 感染症予防事業 健康づくり課 継続

11 子どもスポーツ活動促進事業 スポーツ推進課 継続

10 みらい元気挑戦　スポーツ招致事業 スポーツ推進課 継続

9 体育施設整備事業 スポーツ推進課 継続

8 健康スポーツ推進事業 スポーツ推進課 新規

7 地域スポーツ振興助成事業補助金 スポーツ推進課 継続

6 レクリエーション協会事業補助金 スポーツ推進課 継続

5 健康マラソン大会補助金 スポーツ推進課 継続

4 体育協会事業補助金 スポーツ推進課 継続

3 スポーツ少年団育成補助金 スポーツ推進課 継続

2 児童生徒の健康を守る安全安心対策支援事業 学校教育課 継続

1 中学校部活動支援事業 学校教育課 継続

№ 事業名 担当課 実施区分

（６）重点戦略③ 健康づくりが盛んなまち 

 

 ①事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②令和元年度の取組と評価 

 令和元年度に健康づくりアクションプランを策定し、①スポーツなどで体を

動かす健康づくり ②民間企業と連携した健康づくり ③健（検）診を受けて知

る未来を見据えた健康づくり ④集い交流する健康づくり を主な取組みとし

ました。 
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 これらの取組によって、成果指標のスポーツ施設の利用者数は、平成３０年３

月の３２０，０００人から３５４，９５３人へと大幅に増加するとともに、特定

健康診査の受診率も平成３０年３月の３８．０％から令和２年３月の３８．７％

へと向上しています。一方でメタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合は

平成３０年３月の３１．７％から令和２年３月の３１．９％へと悪化しているこ

とから、体重管理のためのサンサンチャレンジや健康ポイント事業を進めてい

きます。 
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政策の柱１　教育・子育て 7事業

　　⑦生涯学習の充実

　　⑧芸術文化の充実

政策の柱２　健康・医療・福祉 6事業

　　⑯介護予防と高齢者福祉の向上

政策の柱４　都市基盤・環境・防災 5事業

　　32住環境の整備

　　33公共交通の確保

　　38防災体制の強化

　　39消防力の強化

政策の柱５　地域活動・行財政 13事業

　　42地域コミュニティの活性化

28 民俗芸能等保存伝承事業 文化財課 継続

27 民俗芸能保存伝承事業補助金 文化財課 継続

26 地域の絆づくり支援事業補助金（原町区） コミュニティ推進課 継続

25 地域の絆づくり支援事業補助金（鹿島区） 鹿島区地域振興課 継続

24 地域の絆づくり支援事業補助金（小高区） 小高区地域振興課 継続

23 集会施設整備事業補助金（原町区） コミュニティ推進課 継続

22 集会施設整備事業補助金（鹿島区） 鹿島区地域振興課 継続

21 集会施設整備事業補助金（小高区） 小高区地域振興課 継続

20 地域自治組織活性化推進事業 コミュニティ推進課 新規

19 まちづくり委員会支援交付金 コミュニティ推進課 継続

18 女性消防隊育成事業補助金 危機管理課 継続

17 防災士養成研修事業 危機管理課 継続

16 市総合防災訓練事業 危機管理課 継続

15 定額タクシー事業 企画課 継続

14 空家等対策推進事業 生活環境課 継続

13 金婚祝賀会開催事業 長寿福祉課 継続

12 老人クラブ育成事業 長寿福祉課 継続

11 高齢者賀寿事業（原町区） 長寿福祉課 継続

10 高齢者賀寿事業（鹿島区） 鹿島区市民総合サービス課 継続

9 高齢者賀寿事業（小高区） 小高区市民総合サービス課 継続

8 老人クラブ活動等社会活動促進事業補助金 長寿福祉課 継続

7 市総合美術展覧会事業 生涯学習課 拡充

6 文化芸術祭事業 生涯学習課 継続

5 ふるさと民俗芸能伝承事業 生涯学習課 継続

4 地域文化振興助成事業補助金 生涯学習課 継続

3 芸術文化協会等事業補助金 生涯学習課 継続

2 生涯学習講座事業 生涯学習課 継続

1 報徳精神がいきづくまちづくり事業 生涯学習課 継続

№ 事業名 担当課 実施区分

（７）重点戦略④ 一円融合のコミュニティづくり 

 

①事業一覧 
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　　43ＮＰＯ・市民活動団体等との協働

№ 事業名 担当課 実施区分

31 まちづくり市民活動団体支援事業 コミュニティ推進課 継続

30 ふるさと応援寄附金協働のまちづくり事業助成金 コミュニティ推進課 継続

29 まちづくり活動支援事業補助金 コミュニティ推進課 継続

 

 

 

 

 

 

②令和元年度の取組と評価 

市民団体が行うまちづくり活動への支援や市民活動サポートセンター運営

経費を助成するとともに、地域活動の拠点となる集会施設整備への補助を行

いました。また、地域活動の活性化を目指し、地域づくりを自ら行っている

まちづくり委員会への支援や各行政区の実態や意向を踏まえた行政区のあり

方について検討を行っています。 

  これらの活動支援により、地域コミュニティの活性化を図ってきましたが、

隣組加入率は平成３０年３月の８３．９％から令和２年３月の８３．２％と

減少しています。このため市では令和元年度より地域自治組織活性化推進事

業により、隣組の加入促進に取り組んでいます。 
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第５章 令和 3 年度に向けて 

 

（１）新たな課題 

 新型コロナウイルス感染症は、南相馬市でも令和２年４月より感染者が発生

し、その終息が未だ見えない状況です。その中で、「新しい生活様式」への対応

が求められており、復興総合計画後期基本計画においても、「新しい生活様式」

を踏まえつつ目標を達成する必要があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の社会・経済活動への影響は大きく、市民生

活の維持とともに産業振興への新たな対応も必要になると捉えています。 

 さらに近年、自然災害の増加とともに激甚化していることから、災害への備え

を市民とともに取組む必要があります。 

 復興総合計画後期基本計画に掲げた政策目標「100 年のまちづくり～家族と

友人とともに暮らし続けるために～」を実現するために、新たな課題も克服する

取組を実施してまいります。 

  

（２）第 7 次実施計画策定に向けて 

 第７次実施計画は、成果指標の現状及び新型コロナウイルス感染症などで影

響が及ぼされる社会状況を鑑み、第 5 次実施計画の進捗結果や令和 2 年度に取

り組んでいる第 6 次実施計画の進捗状況を踏まえ策定する考えです。 

 また、令和 3 年度は東日本大震災と原発事故から 10 年を経て、復興創生期

間も終了する節目を迎えることから、これまで実施してきた復興事業の成果を

見極め、廃止・縮小・見直しをする事業も検討していく考えです。 

 


